
和光市被保護者家計改善支援事業公募プロポーザル実施要領

１ 趣旨

和光市は、生活保護の被保護者の家計改善プラン作成及び家計改善相談等を外部の事業

者に委託する被保護者家計改善支援事業を実施する。

委託にあたっては、本事業の業務が各種給付制度や債務整理等に関する高度な知識と被

保護者に係る事業の実績を有した人材の確保を必要とする特殊な内容であることから、企

画提案による公募を実施するものである。

２ 委託業務の内容に関する事項

⑴ 業務名

被保護者家計改善支援事業業務

⑵ 業務内容

別紙「被保護者家計改善支援事業業務委託仕様書」による。

⑶ 委託の期間

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

⑷ 委託料上限額

８２５，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む。）

本業務の委託契約締結に係る上限額であり、この範囲内の見積額で予算見積書が提出

された場合に選定委員会への参加及び契約が可能。

見積額が上限額を超えた場合は、審査自体を行わない。

３ 応募資格に関する事項

本プロポーザルに応募することができる者は、応募する日現在で、次に掲げる要件のす

べてに該当するものとする。

⑴ 和光市の契約に関する入札参加停止等の措置要綱（平成２２年要綱第１７号）第２

条第１項の規定により入札参加を停止されている者でないこと。

⑵ 次に掲げる者でないこと。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する

者

イ 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過していない者

ウ 優先交渉権者決定の日６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に基づく

裁判所からの更生手続開始決定がされていない者



オ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に基づく

裁判所からの再生手続開始決定がされていない者

カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号から第６号までに該当する団体又は団体に属する者

⑶ 法人税及び法人地方税の滞納がないこと。

⑷ 事業所の所在地が埼玉県内であること。

４ 手続等に関する事項

⑴ 質問書の受付

ア 提出期限 令和５年２月１３日（月）正午まで

イ 提出方法 質問書（様式任意）を添付した電子メールを、４の⑶のアドレスに送

信する。また、市ホームページにも質問及び回答内容を掲載する。

ウ 回答方法 質問に対する回答は、令和５年２月１７日（金）正午までに、質問書

を提出した者に電子メールで回答する。また、市ホームページにも質問

及び回答内容を掲載する。

⑵ 企画提案書等の受付

ア 提出期限 令和５年２月２４日（金）正午まで

イ 提出場所 ４の⑶のとおり

ウ 提出書類 ・企画提案書（様式任意）

・事業の実績（様式任意）

・予算見積書（様式任意）

※予算見積書の見積額には、消費税及び地方消費税の額を明示するこ

と。

エ 提出部数 ５部（正本１部、副本４部。副本には事業者名を記入しないこと。）

オ 提出方法 持参又は郵送（郵送の場合は、提出期限内に必着のこと。）

⑶ 担当（問い合わせ先・提出場所）

和光市 保健福祉部 社会援護課 保護担当

〒３５１－０１９２ 埼玉県和光市広沢１番５号

電話 ０４８－４２４－９１２２

ＦＡＸ ０４８－４６６－１４７３

電子メール d0100@city.wako.lg.jp

５ 選定及び契約に関する事項

⑴ 審査（書面審査）

提出された企画提案書、事業の実績及び予算見積書（以下「企画提案書等」という。



）をもとに和光市被保護者家計改善支援事業業務委託事業者選定委員会（以下「選定委

員会」という。）が、審査を行う。

選定委員会は、企画提案書等の内容を総合的に判断し、最も優れていると認める者を

優先交渉権者の候補者として選定する。

企画提案書等を提出した者（以下「提案者」という。）が１者の場合は、当該提案者

が本業務を受託するものとして適当であるか判断し、適当と認めるときは優先交渉権者

の候補者として選定する。

⑵ 選定結果の通知

選定結果は、令和５年３月１５日（水）までに電子メール及び郵送で通知する。

⑶ 契約手続

和光市長は、優先交渉権者と本業務の委託契約の手続を行う。優先交渉権者との契約

交渉が不調のときは、順位付けを行った上位の者から順に委託契約の交渉を行う。

⑷ 委託内容

和光市被保護者家計改善支援事業業務委託仕様書を基本とし、本プロポーザルにおけ

る企画提案書の内容を反映したものとする。

６ 参加資格の喪失に関する事項

次のいずれかに該当したときは、本プロポーザルの参加資格を失うことがある。

⑴ ３の応募資格に関する事項の要件を満たさなくなったとき。

⑵ 企画提案書等の提出日、提出場所、提出方法等が本要領に適合しなかったとき

⑶ 企画提案書等に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていなかったとき。

⑷ 企画提案書等に虚偽の内容が記載されていることが判明したとき。

７ その他

⑴ 提案者は、本要領の記載内容を承諾したものとする。

⑵ 本プロポーザルの応募に係る一切の費用は全て提案者の負担とする。

⑶ 本プロポーザルに応募する者を広く募るため、和光市ホームページへの掲載等によ

り周知を図る。

⑷ 企画提案書等及び提出された質問書（以下「提出書類等」という。）は返却しない。

⑸ 提出書類等は、本プロポーザル以外の目的には使用しない。

⑹ 提出書類等は、和光市情報公開条例（平成１２年条例第４８号）に基づく公文書と

して取り扱う。

⑺ 提案者がプロポーザルの参加を辞退する場合は、速やかに、文書で和光市保健福祉

部社会援護課長に届け出なければならない。

⑻ 本プロポーザルの審査経過及び結果に対する異議申立て等には一切応じない。



⑼ 令和５年度埼玉県和光市一般会計予算が成立しなかった場合に発生する損害につい

て、市は保証しない。


